
県内の小中学校等における活用を推進するにあたっては、所管の市町村教育委員会等の役割が重要 

です。その際、まずは、各学校の学力向上に向けた取組をしっかりと「把握する」ことが大切で、その

上で、全国学力・学習状況調査の結果と関連付けた的確なアドバイスを行うことができると考えます。

また、各校の取組を取りまとめて共有することは、各校が他校の取組を知ることができるため、域内  

全体としての向上を図ることも期待できます。 

 

 

 

成田市教育委員会では、以下の表のように、「各学校の学力向上に向けた取組」について取りまとめて

います（本書掲載にあたり、当センターで一部編集しています）。「知識・技能」「思考・判断・表現」    

「主体的に学習に取り組む態度」の３つの観点ごとにまとめられており、調査結果をもとにポイントを

絞って評価・検証し、指導・助言を行うことができるよう工夫されています（全国学力・学習状況調査

では２観点のみ調査対象となっている）。 

なお、この一覧表は、市主催の研修会などにおいて、情報交換等、有効に活用されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市町村によっては、学校数が少ないところもあろうかと思いますが、小学校と中学校の接続を意識 

した取組の共有や、複数の市町村で広域的な情報交換を行う際にも実践できることですので、ぜひ参考

にしていただければと思います。 

 

 

 

北総教育事務所では、全国学力・学習状況調査の結果を受け、各学校に対して、「推進体制の構築」 

「授業改善」「教育課程の編成」「家庭との連携」の４つの視点を柱として具体的な手立てを講じるよう、

市町村教育委員会と連携を図りながら指導・助言に当たっています。このことで、「どのような取組が 

どのような成果につながったのか」「継続的な課題に対し別の策を講じる必要があるか」など定期的に

評価することができ、教育事務所としての指導・助言の際に活用できることはもちろん、各学校の検証

改善サイクルの確立にもつながっています。 
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トピック 1 市町村教育委員会等の取組について 


